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公共の再構築①
公共財の自発的供給×暗号通貨×ビッグデータ

＜公共財の自発的供給×暗号通貨＞

・bitcoin等のマイニングは・サービスの生産に寄与しない）

・マイニングを公共財の自発的供給のインセンティブに利用し、例えば、貧困家庭の子供に勉強を教えた者や、エリマネや
まちづくり、保育・介護の手伝い等をした者がコイン（暗号通貨）を獲得してはどうか（コインは地域で流通し、一定の
財・サービスと交換可能）

・コインの発行主体は、自治体か、まちづくり等のプラットフォームを運営する民間事業者か

・なお、インフレ対策として、一定期間でコインの価値が減価し消滅する仕組みも検討（ゲゼル貨幣的なルール）

＜ビッグデータの活用＞

・コインが一定規模流通すれば、様々な取引に関するビッグデータが蓄積

→ DMO等の観光戦略、エリマネやまちづくり、地域の成長戦略や成長セクターの育成に利用

＜その他：ブロックチェーン技術の応用、time saving＞

マイニングで獲得できるコインは貨幣的なものでなく、「時間」でも構わない（時間の貯蓄）

例：保育を「2時間」手伝う→2時間分のコイン獲得→老後の介護サービス「2時間」分に利用可能

＜参考＞
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公共の再構築②
公設寄付金市場の創設



公共の再構築③
地域包括ケア・コンパクトシティ
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・特養の真の入所待機者＝2020年
で約12万人
・例えば、年間0.5兆円（年金50
兆円の1％削減）を財源として、
介護保険施設の整備を支援しては
どうか（引退世代内での再分配）
・有料老人ホームの建設データを
参考に、1戸（専有部分20平方
メートル、共有部分20平方メート
ル）の建設費が1300万円（土地代
込み）とすると、1年間で3.8万戸
（＝0.5兆円÷1000万円）が供給
可能な試算
・10年で約38万戸を供給可能


